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第 1節 問題提起
21 世紀に入って経営学の重要トピックのひ
とつが ｢経営改革 (Management Innovation)｣
である1｡ 激変する環境のなか, 企業の経営を
どう変えて行くのかが企業の一番の関心事になっ
たからである｡
経営改革の必要性を強調した研究者は非常に
多い｡ その中の一人がハーバード・ビジネ
ス・スクールのクリステンセン (Clayton M.
Christensen) 教授である｡ 彼は最近, 頻繁に
発生する破壊的革新に基づいて, 経営改革の必
要性を強調している (Christensen, 2008)｡
｢破壊的革新 (Disruptive Innovation)｣ と
は, 市場の標準的な製品にも至らない製品を利
用し既存市場を破壊してしまう革新を意味する｡
それに対し, ｢存続的革新 (Sustaining Inno-
vation)｣ とは, 既存の顧客のために既存製品
を続々と改善していく革新のことである｡
変化の速度が遅かった 20 世紀には, 企業は
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(出典：Christensen, 2008, p. 79)
存続的革新だけでも成長することができた｡ し
かし, 最近頻繁に発生している破壊的革新は,
既存市場に安住している先頭企業を突然没落さ
せることができる｡
トップ企業は既存顧客のためにもっと良い製
品を生産して供給するのだが, それより安くて
単純な製品を作る破壊的な革新企業が現れる｡
この企業は初期には低級品の市場を奪うが, 結
局, トップ企業の市場さえ奪ってしまう｡
そういうわけで, トップ企業においては既存
顧客のための存続的革新がむしろ没落につなが
る決定的な理由になる｡ 既存顧客の要求をより
忠実に反映しようとする日常的な努力は存続的
革新を与えるが, 逆に破壊的革新の可能性を奪っ
てしまうジレンマを発生させる｡ ｢革新企業の
ジレンマ (The Innovator's Dilemma)｣ と呼
ばれるこの現象を打ち破る方法が経営改革であ
る｡
経営改革は, 既存の経営戦略やビジネスモデ
ルを自ら破壊 (disruptive) させ, 新しい成長
を確保する方法である｡ 既存製品にのみ頼ら
ず, 低価額や低性能の製品を模索し続けるのが
経営改革である｡ また, 既存顧客にのみ安住す
るのではなく, 新しい顧客や新しい市場を探し
出すのが経営改革である｡
クリステンセン教授とともに経営改革を強調
するもう一人の研究者がゲイリー・ハメル
(Gary Hamel) 教授である｡ 彼は, 激変の 21
世紀には ｢改善｣ より ｢改革｣ が必要であると
主張した (Hamel, 2001)｡ それも一般的な改
革ではなく, 急激で革命的な改革が必要である
と強調した｡
20 世紀は全てのことがある程度予測できた
ので, 与えられた課題を改善するだけでも企
業は十分, 成長できた世紀だった｡ また, その
中での基本的な価値観も ｢誠実と勤勉｣ であっ
た｡ そのため, 与えられた業務を確実に遂行す
る, いわゆる ｢ミツバチ｣ のような人材が特に
企業には必要だった｡
しかし, 21 世紀には全ての変化が不連続で,
突発的で, また扇動的だという｡ このような世
紀には企業の個別部門ではなく, 企業全体の変
化が求められている｡ それも漸進的ではなく,
急進的な方法で改革していくべきであるとハメ
ル教授は指摘している｡
21 世紀には, 誠実や勤勉のような価値観は
もはや通用しなくなる｡ それより, 競争のルー
ルを変えていく ｢革命家｣ や組織全体を創造的
に破壊し続ける ｢ゲリラ｣ が必要である｡
今世紀に必要な人材像とは, 完全に異なる素
材などからアイデアを探り出す ｢創意性 (Cre-
ative)｣ や, それを積極的に実行していく ｢主
導力 (Initiative)｣, ｢熱情 (Passion)｣ などを
兼ね備えている者である｡ このような人材が積
極的に挑戦していくべく改革の分野には次の 4
つがある (Hamel, 2001)｡
第一分野は ｢業務改革 (operation innova-
tion)｣ である｡ これは日常的に発生する調達
と販売, 流通サービスのような業務自体を革新
させることである｡ しかし, この分野の改革は
競争力がそれほど高くない｡ なぜなら競争者が
真似しやすい分野だからである｡
第二の分野は ｢製品改革 (product innova-
tion)｣ である｡ これらは新しい最先端の製品
を作り出す革新である｡ しかし, こちも競争者
が真似しやすい分野なのでやはり限界がある｡
第三の分野は ｢ビジネス改革 (business In-
novation)｣ である｡ 競争者とは完全に異なる
ビジネス方法で事業を行う改革である｡ 人脈構
築サイトの ｢フェイスブック｣ や家具会社の
｢イケア｣, ファッションの ｢ザラ｣ のように,
既存のビジネスとは完全に異なる方式で顧客を
満足させる改革である｡ この改革は, 事業のルー
ルを作り変えることができるので高い競争力を
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表 1. 改善と改革
急進的 非線形的改革 ビジネス改革
漸進的 持続的改善
ビジネス・
プロセス改善
部 分 システム
(出典：Hamel, 2001, p. 45)
持つ｡
また, 最高の競争力を持たせられる改革の分
野は ｢経営改革 (management innovation)｣
である｡ これは企業をコンスタントに変えてい
く改革をさし, いわば改革の遺伝子を作り企業
内部に送りこみ続けることである｡
クリステンセン教授もハメル教授も同様に経
営改革の必要性を強調している｡ クリステンセ
ン教授は破壊的革新という概念で, ハメル教授
はミツバチとゲリラという隠喩を用いて経営改
革の必要性を主張する｡
しかし, 経営改革を具体的にどう実施すべ
きかについては両者とも明確に言及していない｡
クリステンセン教授は, 改革に反対する個人や
組織が存在する可能性があるので, 最初から新
しい事業部や会社を作って改革を進めるべきで
あると指摘する (Christensen, 2009)｡
ハメル教授も最高の革新として経営改革を指
摘しているにもかかわらず, 具体的な実施方法
は説明していない｡ ただし, それに代わる表 2
の経営改革の 9 原則のみを提示している
(Hamel, 2001)｡
本稿ではサムスン電子の事例分析から経営改
革の具体的な方法論を模索する｡ 新しい経営改
革を行うとき, どのような問題に直面するのか,
その問題をどのように解決すべきなのかを検討
する｡ また改革の各過程をどのように管理する
べきか, そして改革を成功させるためには何が
一番重要なのかを具体的に検討する｡
サムスン電子の事例分析においては, ジェリ
ソン教授 (Jerald M. Jellison) の ｢J カーブ
理論｣ を利用する｡ 心理学者のジェリソン教授
は, 組織に変化が発生するとき現れる組織構成
員の心理状態がアルファベットの ｢J｣ のよう
な変化を描くことから ｢J カーブ理論｣ を提案
した (Jellison, 2008)｡
ジェリソン教授によると組織に変化が現れる
と, 第一段階では組織構成員の心理状態には
歓迎と抵抗が交差する｡ しかし, 第二の段階へ
進行すると, 失敗が続き, 抵抗が表出される｡
第三段階では不安が縮まり, 第四段階では自信
感と楽観が現れ, 最後の第五段階では自負心が
生じてくる｡
本稿では ｢J カーブ｣ 理論を活用し, サムス
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表 2. 経営改革の 9原則
1. 根本問題を把握する｡
2. 旧体制を維持・補完する｡
3. 目標は革命的に, 実践は段階的に｡
4. 成功を測定する具体的な評価方法をつくる｡
5. 抵抗を最小化する｡
6. 自発的支持者を確保する｡
7. 革新をゲームのように楽しむ｡
8. 繰り返し学習する｡
9. 絶対に放棄しない｡
(出典：Hamel, 2009, p. 176)
図 2. J カーブ理論
(出典：Jellison, 2008, p. 28)
ン電子の経営改革を分析する｡ 経営改革の過程
の中でどのような変化が起きるのか, サムスン
の経営陣はこの変化にいかに対応し, 経営改革
を成功させたのかを分析する｡
このような研究は, 経営改革の具体的な方法
論を提示することで重要な意味を持つ｡ 既存研
究では, 改革の必要性に関する主張は数多くな
されてきたが, 経営改革の具体的な方法論につ
いてはほとんど論議されなかった｡ 特に様々な
企業に応用できる ｢一般的な経営改革の方法｣
は提示されなかった｡ もし経営改革の一般論が
成立すれば, 企業はより自信をもって経営改革
が推進できるはずである｡ 本研究はその試みの
一つである｡
第 2節 事例研究：サムスン電子の営
業改革2
1 . サムスン電子の営業組織
サムスン電子の全体組織は, 大きく生産組織
と販売組織に分けられる｡ GBM (Global
Business Management) と呼ばれる生産組織
は, 製品別に細分化され, DA総括 (冷蔵庫,
洗濯機, エアコンなどの白物家電を生産) と,
DM総括 (テレビ, コンピューター, MP3 な
どを生産), TN 総括 (携帯電話生産), DS 総
括 (半導体生産) などがそれぞれの製品生産を
担当している｡ これらの組織が生産する各製品
は, 国内のみならず全世界で販売されている｡
一方, 販売組織は国内販売組織と海外販売組
織に分けられるが, 前者が国内営業事業部で,
後者が全世界に広がる海外販売総括とその傘下
の海外販売法人である｡ 今回の営業改革の核と
なるサムスン電子国内営業事業部は, GBMか
ら供給される製品を国内市場に販売する組織で
ある｡ 国内営業事業部は, サムスン電子の国内
販売組織であり, その内部には専属流通営業チー
ムと戦略流通営業チーム, B2B 営業チーム,
携帯電話営業チームなどのような下部組織があ
る｡ また, 国内営業事業部の関連会社には, 配
送と設置を担当するサムスン電子ロジテック,
アフターサービスを担当するサムスン電子サー
ビス株式会社, 製品販売の一部を担当するリビ
ングプラザ株式会社などがある｡ これらの関連
会社と国内営業事業部をサムスン電子内では
｢国内営業 4社｣ と呼ぶ｡
2 . 営業環境の変化
国内営業事業部の伝統的な営業方式は, ｢押
し売り式｣ 営業だった｡ GBMが製品を生産す
ると, 国内営業事業部は専属代理店やデパート,
電気街に製品を押しつける方式で営業を行なっ
た｡ 押し売り式営業は, 一部の製品の販売価格
下落や流通ルートごとの価格格差の発生という
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図 3. サムスン電子の組織図
(出典：Kim, 2009, p. 117)
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副作用を生んだ｡ このような営業形態は, 市場
の秩序をかき乱す要因にもなった｡
また, 製品を購入した消費者の不満を買うこ
ともあった｡ 中には, 自分が購入した製品と同
じモデルがほかの店でずっと安い価格で販売し
ているということを確認し, 購入した製品の返
品を要求する消費者もいるほどだった｡
しかし, 国内営業事業部は, 生産した製品を
販売店に押しつけるのみで, その製品が販売店
でどのように売られているのか, 消費者がその
製品に対してどのような反応を示したかについ
ては, 特に関心を持たなかった｡ 市場反応調査
は, 小売りの機能を果たす販売店がしなければ
ならないことであり, 自分たちは販売店に製品
を供給しさえすればいいという考えを持ってい
たのである｡
だが, IMF 経済危機を境に国内営業事業部
の営業環境は大きく変化した｡ その中で最も大
きなものは, 営業活動の対象となる流通ルート
の変化だった｡
まず, ハイマートや電子ランドのような家電
量販店が出現し, 販売力を急速に伸ばした｡ 専
属店, デパート, 電気街に三元化されていた韓
国の家電流通市場にハイマートや電子ランドの
ような家電量販店が登場したのである｡ 家電量
販店は, 日本ではすでに 1970 年代に登場して
いた販売店の形態であり, 90 年代には専属店
全体の販売額を凌駕する強力な流通網としての
地位を築いている｡ このような家電量販店が韓
国では日本より遅れて登場したが, IMF 経済
危機を経て急速に成長した｡
また, 韓国の家電流通市場でディスカウント
ショップやオンライン販売の割合も急激に増加
した｡ このような流通ルートの変化は家電メー
カーの営業活動に大きな影響を与えた｡
このような状況の中, 国内営業事業部は
2002 年 4 月に営業戦略に関するコンサルティ
ングを受けた｡ この時に提起された問題として
は, 大きく 4つのことが挙げられる｡
第一に, 専属店の対応戦略であった｡ 要する
に, 専属店をそのまま放置しておくべきか, 専
属店の競争力を強化する処置をとるか, 二者択
一をすべきであるということであった｡
第二に, 家電量販店, ディスカウントショッ
プ, オンライン販売についての対応戦略であっ
た｡ 新しい流通ルートが急速に成長しているに
もかかわらず, これに対する国内営業事業部の
対応戦略が具体化していないという指摘が提起
されたのだった｡
コンサルティングチームの第三の問題提起は,
マーケティング機能の強化だった｡ コンサルティ
ングチームは, 市場の動きを正確に吸収し, 新
製品を企画する機能と, 価格やルートを全般的
に統制する機能, 広告や販売促進企画機能など
をより体系的に行なうことを勧めた｡ 国内営業
事業部が製品をうまく販売していくために, 製
品に対する顧客の要求を正確に把握し, これを
GBMに積極的に伝える役割も合わせて要求さ
れた｡
3 . 第 1 期営業改革
 新たな営業戦略
国内営業事業部内では, コンサルティングに
対する対策の準備を始めた｡ 専門チームが構成
され自主的な対策案を準備すると共に学界を動
員して多様な視点や客観的な資料を収集した｡
このような努力の末に導かれた結論が, ｢専属
店を軸とした営業戦略｣ だった｡
第一は, 専属店の競争力を強化する戦略であっ
た｡ 専属店は創業以来, サムスン電子の成長の
足がかりとなり, 当時も同社の主力流通ルート
だった｡ IMF 経済危機以降, 専属店の競争力
が大幅に弱まりはしたが, 専属店の競争力をよ
り強化し, 今後もこれを主力流通ルートとして
育成していこうという戦略だった｡
第二の戦略は, 家電量販店を含む非専属店へ
の対応戦略であった｡ 家電量販店やディスカウ
ントショップ, オンライン販売のような非専属
店ルートもサムスン電子の主要販売ルートであ
るため, これらについても体系的に対応するこ
とにした｡ 特に, 非専属店ルートは, ルートご
とにそれぞれ別の特性を持っているため, その
経営改革の方法論
中京経営研究 第19巻 第2号 85
特性に合った対応をすることにした｡
第三の戦略は, 国内営業事業部の役割を再定
義することであった｡ それまで国内営業事業部
の役割は各ルートに製品を渡すことで終わって
いたが, 今後は小売りの段階まで深く関与する
方向へと役割を再定義したのである｡ いわゆる
｢卸売りから小売りへの転換｣ であった｡
 営業改革の内容
まず, 専属店の大型化と高級化を推進した｡
このために, 既存の 30～40 坪の店舗を 100 坪
に拡張することから始めた｡ 店舗内の製品数で
は, さまざまな会社の製品を取り扱う家電量販
店には及ばないが, サムスン電子の製品のみを
見ると, 専属店が家電量販店より製品数がより
多いなら, 互いに競争することができる｡ その
ための規模がまさに 100 坪なのであった｡
さらに, ｢小物｣ の展示・販売も強化した｡
小物とは, 炊飯器やアイロンのような文字通り,
小さな電子製品のことである｡ サムスン電子が
生産する製品は, 冷蔵庫や洗濯機, テレビのよ
うな大きなもの (大物) だが, 小物は主に他の
メーカーが生産する製品や, サムスン電子が外
注して製作した製品である｡ このような小物は,
集客力を高める役割を果たすだけでなく, 店舗
の利益率を高める結果をももたらした｡
また, 拡張した店舗の空間を活用し, ｢体験
化｣ というコンセプトで顧客が直接製品を体験
できるようにした｡ このような方針は, サムス
ングループの推進力と実行力がかみ合って, 急
速に実現化された｡
新しい店舗が次々に現れるのと時を同じくし
て, 各店舗に POS システムが導入されるよう
になった｡ POS システムとは, 販売時点の情
報を入手するシステムのことである｡ 当時, 国
内営業事業部は, 卸売りを中心とした営業をし
てきたため, このような情報は特に必要として
いなかった｡ せいぜい出荷基準で倉庫からどれ
だけ製品が出たのかを把握するだけで十分であ
り, 正確な販売データは週末や月末に各支店や
支社に集計されて来た情報を把握する程度でも
事足りたからである｡
しかし, 卸売りから小売りへと戦略を変えた
場合, 話は完全に変わってくる｡ コンビニエン
スストアやスーパーのように店舗での情報をリ
アルタイムで把握しなければ, まともに商売を
することができない｡ 当時, 直営販売店に当た
るリビングプラザには, POS システムがあっ
た｡ リビングプラザは, DPS システムと呼ば
れるこのシステムを利用し, 全国の店舗の販売
情報をリアルタイムで把握していた｡ 国内営業
事業部は, リビングプラザのシステムをそのま
ま専属代理店に導入した｡ 国内営業事業部の内
部では, 専属代理店に合う POS システムを独
自に開発する案も真剣に検討していたが, 迅速
な実行のためにリビングプラザのシステムを転
用する方法を選択した｡ これもまた, サムスン
のやり方だった｡
国内営業事業部は, 店舗の大型化と POS シ
ステム導入とともに, 店舗名 (ストアブランド
の名称) をデジタルプラザに統一した｡ それま
で直営専属店は, リビングプラザという店舗名
を使用しており, 専属代理店は, デジタルプラ
ザという店舗名を使用していた｡ これもまた,
卸売り発想の産物だった｡ 卸売りの立場から見
ると, 小売店舗の名前が異なるほうがより管理
しやすい｡ メーカーの製品がどこへ流れるかと
いう把握が一目瞭然だからである｡
だが, 小売りの立場からすると, これはあく
までもメーカー中心の発想にほかならない｡ 小
売りは顧客の立場で製品を購入し販売するため,
あらゆることを顧客の目で見なければならない｡
リビングプラザだろうとデジタルプラザだろう
と顧客の目から見れば同じ店舗である｡ どちら
もサムスン電子の製品のみを販売する店だから
である｡ だとすれば, 店舗名も当然同じである
べきだ｡ このような理由で専属店の店舗名をす
べてデジタルプラザに統一したのである｡
ハード面でのインフラ構築と共に, 店舗での
業務をよりパターン化し, 店舗の魅力をさらに
高める努力が必要とされた｡ 国内営業事業部は
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改革 2年目となる年に, 店頭競争力の強化, 店
舗訴求力の向上, 専門営業人材の育成という 3
つの戦略を立て, これを積極的に推進した｡ 国
内営業事業部は, これにともない店舗のレイア
ウトを標準化し, その中に陳列される製品の標
準ディスプレー案をととのえた｡ 店員の制服を
統一し, 顧客接客方法も標準化・マニュアル化
した｡
次の店舗訴求力の向上戦略は, 店舗をより魅
力的にするために小物の展示販売をより拡大す
ると共に, 店舗内に携帯電話機の販売コーナー
を設置することであった｡
店頭競争力の強化と店舗訴求力向上と共に,
改革 2年目に推進された戦略が, 専門営業人材
の育成であった｡ 大型化した店舗がきちんと運
営されるためには, 店舗の経営者や販売従業員
の能力はもちろん, 個別店舗を訪問し, 指導す
る営業担当者の能力も向上させる必要があった｡
これを遂行するための機関として流通研修所が
設立された｡ この流通研修所では, 営業担当者
のための教育が集中的に行なわれた｡
ハード面での改革が進んだので国内営業事業
部はソフトウェア改革を推進してきた｡ ソフト
ウェアとは, ハードウェアの反対語であり, 店
舗の販売力を高めることのできるさまざまな手
段のことである｡ 具体的には, 店舗のレイアウ
トや演出, 集客や接客のためのノウハウ, 配送・
設置サービス, 顧客管理技術, 店舗運営ノウハ
ウなどである｡ 国内営業事業部は, この部分を
確実に改めることにより, 店舗の販売能力を高
めることを目指した｡ そして, ソフトウェア部
分を全体的に調査し, その中で特に改革が必要
な 4つの分野を選定した｡ 店舗運営, 集客力,
接客力, 顧客管理である｡
しかし, 大きな期待と共に推進されたソフト
ウェア改革は, 各所で混乱を引き起こした｡ 最
も大きな理由は, 能力の伴わない状態で多くの
ことを一度に進めたからであった｡ 会社として
は 4つの中心分野を選定し, 集中的に実施した
のだが, 各分野別に 3～4 の重点項目があり,
重点項目別に 3～4 の重点推進課題があったた
め, 結果的に 30 余りの課題が同時に進行され
た｡ その中には, 商圏分析のように多くの時間
とノウハウを必要とする課題もあったため, 課
題一つを解決するにも多くの困難があったので
ある｡
最も大きな問題は, 小売り営業の専門家の不
足だった｡ 30 年以上, 卸売りのみをしていた
ため, 小売り営業の専門家がおらず, あわてて
流通研修所などで小売り営業の専門家を重点的
に育成しようとしたが, 満足のいく専門家を育
てるには時間があまりにも足りなかった｡
さらに, 能力が十分でない第一線の営業担当
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図 4. ソフト改革の内容
(出典：Kim, 2009, p. 147)
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者に多くの指示と課題が一度に出され, 営業の
現場は大きな混乱に陥りもした｡ 特に, 本社の
指示が営業支社や支店を通して次々とふくれあ
がって現場に伝わることにより,“薬だったは
ずの最初の指示が現場に下りてくると毒になっ
てしまう”という話さえ聞かれるほどだった｡
このような混乱の中で一部の営業担当者達は,
過去の押し売り式営業に戻りもした｡ 年末が近
づくと, それまで不振だった営業目標を何とか
して挽回するために, 押し売り式営業を選択し
たのである｡ しかし, このような営業は, 一部
の製品の販売価格を下落させ, 流通ルート間の
価格格差の発生という副作用を生んだ｡ このた
め, 一部の販売店から不満を買うこともあった｡
このような改革過程で発生した問題点の一部
は, 第 2期営業改革で本格的に解決される｡
4 . 第 2 期営業改革
 新たなビジョンとミッション
第2期営業改革では新たなビジョンとミッショ
ンを設定することからスタートした｡ まず新し
いビジョンとしては, ｢最高のブランド価値と
サービスを創出し, 顧客に楽しさを提供するこ
と｣ となった｡ これは, ｢人材と技術をもとに
最高の製品とサービスを創出し, 人類社会に貢
献する｣ というサムスングループの経営理念を
そのまま利用したものである｡ ここでポイント
となるのは, 顧客に楽しさを提供するというこ
とである｡ また, ここで述べられている顧客が
店舗で感じる楽しさとは, 購入するプロセスに
おいて感じる楽しさだけではなく, 注文した製
品を待ち, 製品の使用方法を覚えながら感じる
楽しさをも含めたものである｡
顧客を全面に打ち出したのは, 国内営業事業
部のあらゆる思考と行動の出発点が顧客から出
なければならないということを改めて強調する
ためのものだった｡ 過去のメーカー中心の発想
から抜け出し, 顧客を中心に回らなければなら
ないことを改めて明らかにしたのである｡
また新たなミッションは, ｢顧客と共にする
超一流営業｣ だった｡ 新たなミッションには,
3 つの下位ミッションがあった｡
第一に ｢顧客満足 (Customer Satisfaction:
以下 CS), ナンバーワン｣ である｡ 顧客と共
にするなら顧客に業界最高の満足を提供するこ
とは, 当然のことである｡
第二に ｢ブランドパワー, ナンバーワン｣ で
ある｡ 超一流企業としてサムスンという最高の
ブランドパワーを守り続けなければならないと
いうことである｡ このようなブランドパワーは,
特に価格と深い関係があるが, サムスン電子の
ブランドパワーがライバル社より高く, 店舗で
ライバル社より高い付加価値を提供するならば,
顧客は数万ウォン高くてもサムスン電子の製品
を買うようになり, それもサムスン電子の専門
販売店で購入するようになるだろう｡ このよう
な状態がいわゆる超一流企業なのである｡
第三の下位ミッションは, ｢市場占有率, ナ
ンバーワン｣ である｡ 市場占有率の増大は, 営
業の本質的な宿命である｡
以上のミッションを, 事業部長在任中には決
して変えることはないという点も明確にした｡
組織のミッションを流行のように変えるよりは,
愚直に推し進めていくという硬い意志を見せた
のである｡
 顧客満足営業
1) 改革成功要因の抽出
国内営業事業部は, 新たなビジョンとミッショ
ンを設定すると共に, 国内外のさまざまな CS
優秀企業を訪問し, それら企業の成功ノウハウ
を徹底的にベンチマーキングした｡ その結果,
7 つの因子がCSの成功要因として分析された｡
7 つの因子の中で最も重要な因子は, 経営陣
が最低 2年以上, 一貫して CS 改革を推進する
ことができなければならないということである｡
大部分の企業は, 短期間の実績で評価されるた
め, 経営陣が数ヶ月 CS を推進し, そこで目に
見える成果がなければ以前の状態に戻したり,
他の目標を設定し方向転換したりをする場合が
多い｡ しかし, CS は, 短期間に成果が現れる
ものではないため, 経営陣が関心を持ち続け,
一貫性を持って推進していくことが何よりも重
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要である｡
これと共に単位の部署長である中間管理職も,
懸命に店頭の人材をリードしてこそ, CS の成
功を導き出すことができる｡ 実際, 国内営業事
業部の場合にもCSを始めた最初の数ヶ月間は,
疑心暗鬼だった中間管理職が思ったように動い
てくれず, 改革の成果が遅々として現れなかっ
た｡ しかし, 事業部長の一貫性を見て, 中間管
理職の意識も徐々に変わり始め, 彼らが店頭の
人材をリードしていくことにより CS 改革に加
速度が増すようになった｡
次に重要なのは, CSを実践する店頭人材が,
CS 運動に自発的に参与し, 習慣的に CS を実
践していくということである｡ ただ, CS を行
う者が疲労しないよう絶えず変化を与えなけれ
ばならず, ライバル社との差別化も積極的に推
進しなければならない｡
これと共に, CS が成功するためには CS が
きちんと実践されているかを常時点検する必要
がある｡ 国内営業事業部は, 販売と配送・設置,
修理サービスなどを受ける顧客に電話 (これを
ハッピーコールと呼ぶ) をかけ, 顧客満足度を
調査し, これをデータベース化して CS 改善の
道具として活用した｡
CS 成功因子の最後の要素は, CS 優秀者を
表彰するインセンティブ制度である｡ 国内営業
事業部は, このために ｢称賛カード制度 (いわ
ゆる, ご褒美クーポン)｣ を導入, CS に優れ
た店頭人材に称賛カードを与え表彰した｡ また,
称賛カードの累積点数を計算し, 月単位, 3 ヶ
月単位, 1 年単位で CS 優秀者を表彰し, 特に
年末に選ばれた最高 CS 優秀者には, 海外研修
の機会を副賞として与えた｡
このように国内営業事業部は, CS 先進企業
の事例を積極的にベンチマーキングし, その成
功ノウハウを 7大因子として整理した｡ また,
これをもとに今後推進する戦略や改革課題も打
ち立てた｡
2) 7 大改革課題の選定
CS を旗印に掲げた国内営業事業部は, まず
店頭での CS を最大化するために 7つの改革課
題を選定した｡ 接客においては挨拶と親切を,
教育においては知識習得を, 店舗ではディスプ
レー実演を, 顧客に対してはCRM高度化を,
説明力については PVI 強化を, 物流において
は物流力改善を, サービスにおいては専門修理
技術力向上などを選定したのである｡ このよう
な課題は, 全て顧客の観点で選定された｡
3) モデルショップ制度とスーパーバイザー
制度
CS モデルショップとは, CS を強化し広げ
るために選定された少数の販売店舗のことであ
る｡ 国内営業事業部は, このモデルショップに
さまざまな支援をする一方, CS レベル向上の
ための多様な実験も共に実施した｡
CS モデルショップのもう一つの役割は, 組
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すべての発想を顧客の立場から
図 5. 接点 CSの 7大改革課題
(出典：Kim, 2009, p. 166)
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織内外に CS 運動を積極的に知らせ, その必要
性を力説することだった｡
一方, CS モデルショップで実験された結果
は, 優秀事例として, 他の代理店に積極的に伝
えられたが, 伝えるのに決定的な役割を果たし
たのが, 営業スーパーバイザー (Supervisor)
だった｡ スーパーバイザーは, 各地域の営業担
当者の中から選抜されたベテラン社員達である｡
彼らは特定の CS モデルショップを中心に隣接
の代理店を担当しつつ, 各代理店の CS 運動実
態を点検・指導し, その中の優秀事例を他の代
理店に伝える役割を担った｡ また, スーパーバ
イザーは, 2週間に 1度, ソウル本社に集まり,
全国の優秀事例をシェアし, 顧客満足レベルを
上げるためにどのような努力が必要なのかを共
に考えた｡
4) 営業プロセスの改革
国内営業事業部は, 改革しなければならない
7つの営業プロセスを 3部門に渡って導き出す
ことができた｡ 正道な営業と迅速な現場支援,
そしてこれらの後押しする営業インフラ改善な
どである｡
当時, 営業現場では, 押し売りやダンピング,
キャッシング枠現金化のような不当な営業によ
り市場販売価格が一部崩壊していた｡ 国内営業
事業部はこの問題の根本的な解決のために新営
業政策を導入し, 市場価格を安定させ, 販売店
の収益力を改善させようとした｡
営業政策とは, 販売店舗で物を売る際に各製
品の実際の販売価格の基準となる政策のことで
ある｡ 以前の国内営業事業部の営業政策は, 統
一性がなくかなり複雑だった｡ さまざまな段階
に分けられた営業政策を単純化し, 通知時期も
月末ではなく 20 日前に変更した｡
また, 通知をする際にも製品担当者が個別に
するのではなく, これを一つに統合しまとめて
通知することにした｡ 新しい営業政策の最も重
要な変化は, 政策の恩恵を受けられる基準を購
入中心から実販売中心に改めたことである｡ 各
店舗が国内営業事業部からいくら購入したかで
はなく, 顧客にいくら販売したかによって営業
政策が異なるよう恩恵を受ける基準を改めたの
である｡
また, 大部分の意思決定権限が国内営業事業
部のスタッフ部門に集中していたため, 意思決
定速度が遅れ営業に支障を来す場合が多かった｡
国内営業事業部は, これを改善するため意思決
定の権限を果敢に現場に委任した｡ 営業インフ
ラも同時に改善した｡ デジタルプラザの DPS
システムや戦略流通の流通ポータルシステム,
B2B 営業の BTS システムなどの営業システム
を, 新規開発したり改善したりすることにより
販売現場と本社間のコミュニケーションを活性
化した｡
このような努力の結果, 第 2期の営業改革は
徐々に変化を見せ始めた｡
5 . 改革の深化と拡散
 営業改革の深化と拡散
第 2期の営業改革が徐々に弾みをつけると,
国内営業事業部はこのような姿勢をより深化さ
せ広げようとした｡ さしあたっての深化の対象
は, 専属流通だった｡ 専属流通は営業改革の中
心であり, また国内営業事業部の営業改革をリー
ドする部門だった｡ 専属流通は, 改革初期の成
果をもとにこれをさらに深化させていった｡
改革のもう一つの方向は, 拡散だった｡ それ
まで専属流通を中心に達成してきた成果を他の
組織にまで広げようとするものだった｡ 拡散の
対象は大きく分けて, 専属流通, 戦略流通, ス
タッフ組織の 3カ所であった｡
専属流通部門内での拡散対象は, 不振店と一
部の営業担当者だった｡ CS 改革では CS 活動
が不振だった店舗が営業改革拡散の主な対象に
なったのである｡ 専属流通では顧客を装ったミ
ステリーショッパーの評価とスーパーバイザー
の評価をもとに CS のレベルが低い店舗 70 店
を選定し, 集中的に管理した｡
一方, 専属流通部門内で一部営業担当者も改
革拡散の対象になった｡ 営業担当者のレベルを
高めるには, 何よりも教育が重要だった｡ 専属
流通は, 流通研修所に依頼して CS 一般教育と
CS 深化教育プログラムなどを新たに作成し,
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教育した｡ 教育と共に営業担当者の CS レベル
を一段階引き上げることができたのは, 評価項
目の調整によってだった｡
営業改革拡散のもう一つの対象は, 戦略流通
部門である｡ 戦略流通部門は, 家電量販店やディ
スカウントショップ, デパートなどを営業対象
とした部門だった｡ 戦略流通部門に改革を広め
るために推進した主な方法は, 人的交流だった｡
戦略流通の責任者から改革の末端に至るまで,
部門間の人的交流を通して成功体験を伝えていっ
たのである｡
まず, 国内営業事業部は戦略流通の責任者を
交代した｡ もう一方の人的交流は, 現場改革の
主体であるスーパーバイザーの交流だった｡ 部
門責任者とスーパーバイザーの人的交流を通し
て営業改革ノウハウを伝え, 改革の雰囲気を広
めていったのである｡
第三の改革の拡散対象は, スタッフ組織だっ
た｡ 営業 4社のスタッフや国内営業事業部のス
タッフは, これらの現場から一歩下がっていた
ため, 改革からも一歩後退している可能性があ
る｡ 改革を推進する際にスタッフが犯しやすい
大きな誤解が二つあった｡ 一つは ｢CS 改革は
一過性の運動である｣ という誤解であり, もう
一つは, ｢CS 活動は顧客と接する部門のみが
する活動である｣ という誤解である｡ これらの
誤解は, 改革の拡散によって払拭させようとし
た｡
 改革の主体としてのCS事務局
営業改革を推進する上で中心的な役割を果た
したのが CS 事務局だった｡ 事業部長直属機関
として設立された CS 事務局は, 営業改革の企
画と伝播, 点検を担当した｡ 事務局には, 営業
4 社から派遣された課長級前後の中心的な人材
がいたため, 営業 4社の改革全体を調整しなが
ら体系的にリードしていくことができた｡
まず, CS 事務局は, 事業部長を補佐しなが
ら改革を総体的にデザインした｡ CS と絶対競
争力という改革の方向も設定し, それについて
の年間ロードマップも体系的に作成した｡ また,
CS 事務局は改革を広める主要イベントも企画
し, 実施した｡ 毎週開かれる CS 役員会議や月
別に開かれる営業 4 社 CS ワークショップ, 3
か月ごとに開かれるCS競争大会などを主催し,
そのたびに現場からの優秀事例を見いだし伝え
る役割を担った｡ 場合によっては改革の問題点
を見いだし, 改善方向を提示する役割も担った｡
しかし, CS 事務局の最も大きい役割は, 何よ
りも CS 活動を全体的に評価し, 点検すること
だった｡
CS 事務局は, 体系的な調査や評価活動を通
して現場が遂行する改革の努力を正確に調査し
ていった｡ また CS 事務局は, 改革の重点推進
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図 6. 営業改革の深化と拡散
(出典：Kim, 2009, p. 182)
項目を客観的な指標で作成し, 科学的, 合理的
に調査し, 分析した｡ これにより, CS 事務局
が調査した結果については対象者全てが納得し,
その結果, 改革は大きく弾みを付けた｡
6 . 新たな発展
 営業改革の成果
1 期と 2 期にわたる営業改革が徐々に成果を
見せ始めた｡ 顧客満足度は指数測定を始めて以
来, 増加を続け, 販売店の顧客満足度と配送・
設置の顧客満足度, サービスの顧客満足度が全
て 105 以上を記録した｡ また, 販売店を訪れる
有効顧客数も毎年 20％以上増加し, 販売成功
率もまた, 60％以上を記録した｡ 配送・設置に
おいても最も重要な指標の一つである納期遵守
率が 95％以上を記録した｡
顧客満足面からの成果は, 競争力向上をもた
らした｡ 興味深いのは改革初期に一時的に落ち
た売上と利益が, 改革が進むにつれ徐々に増加
し, 改革がいったん弾みを付けると急速に増加
したという点である｡ 改革が始まると過去との
断絶や混乱などから成果は一時的に落ちること
があるが, 改革が進むとその成果が徐々に現れ
るということを示している｡ そして, この改革
があるべき姿を見いだすと, その成果が急速に
現れるということを示しているのである｡
 新たな発展
国内営業事業部はそれまでの成果に満足する
ことなく新たな営業改革 3カ年計画を準備して
いる｡ ただし, 今回の営業改革では, 完全に他
の目標を設定するのではなく, 今まで行なって
きた営業改革を継承・発展させる方向で推進す
ることにした｡ 今までの営業改革が CS 基盤構
築-CS 生活化-CS 体質化-CS 差別化のように,
毎年新たな細部目標を設定し段階的に推進して
きたとするなら, 今後の 3 年間は CS 高度化と
いうひとつの目標を設定し, 後にさまざまな活
動を繰り返し, より早く推進することにしたの
である｡
また, 国内営業事業部は, CS 改革を高度化
する方法として 4P-UPを実施することにした｡
4P とは, Pride, Professional, Practice, Per-
formance の 4 つの頭文字であり, 各々の領域
で細部的な改革活動を推進した｡ つまり, それ
までの CS 改革を通して得た自信 (Pride) を
もとに, 個々人の CS 力量 (Professional) を
高度化し, 持続的な実践 (Practice) を通して,
最高の成果 (Performance) を造り出していこ
ういうものだった｡
一方, 国内営業事業部は, 営業改革の成果を
もとに次の 3つのことを中長期的に達成するこ
とを目標とした｡
第一に, CS を国内営業事業部の固有の営業
文化として定着させることである｡ 国内営業事
業部の職員すべてが一つの方向, 一つの声とし
て CS を唱え実践する組織にするのである｡ そ
の結果, 国内営業事業部といえば CS を思い浮
かべるほど国内営業事業部の文化, 核となる価
値観としてCSを定着させようとしたのである｡
第二に, これをもとに生産事業部である
GBMにまで CS を拡張させることである｡ そ
れまで国内営業事業部は, 販売と配送・設置,
サービスを含めた営業 4社を中心に改革を推進
してきたが, 今後はこの改革の範囲を生産段階
にまで拡大し, 顧客中心の生産-販売ネットワー
クを作っていくことにしたのである｡
最後に, これを海外販売範囲に広く展開して
いくことである｡ 卸売りから小売りへと転換し
て得たさまざまなノウハウを海外販売法人にも
伝えようというのである｡ それも中国やインド,
中東, 東ヨーロッパのような新興市場のみなら
ず, 北米やヨーロッパのような先進市場にも小
売りのノウハウを伝えようというのである｡ こ
のために海外営業と国内営業の職群区別をなく
し, 国内営業担当者が海外地域のどこに派遣さ
れてもいいように土台を作った｡
また, 今後は国内営業事業部という閉鎖的な
事業部の名称をなくし, ほかの海外地域販売法
人のように韓国営業総括のような一般的な名称
を使用することにした｡
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第 3節 経営改革の方法論
サムスン電子の事例を J カーブ理論の各段
階別に分析してみると次の通りである｡
1 . 経営改革の第 1段階
サムスン電子の営業改革は対外的な環境変化
から始まった｡ 伝統的な営業環境が大きく変わっ
たのだが, その中でも特に新しい流通経路が生
まれ, 急成長を成し遂げた環境変化が改革を生
む大きな契機となった｡
しかし, 外部の環境変化によってのみ改革が
始まるのではない｡ 外部の環境変化を組織内部
的に十分に認識し, これを改革の原動力として
活用してこそ改革が始められるのである｡ その
ためには組織構成員が絶えず危機意識を持ち,
外部の環境変化を注視しなければならない｡ ま
た, 同時に外部の変化によって改革のスタート
が切れるように努力する必要がある｡
このような努力の結果, サムスン電子は経営
改革の方向として卸売りから小売りへの転換を
設定することになった｡ すなわち創業以後の押
し売り式営業を放棄し, 販売店の小売り活動に
直接関与することにより, 商品が販売店で売れ
た時点で売上を認識するよう経営改革を推進し
たのである｡
経営改革において重要なことは計画の方向な
いし目標の設定である｡ これがしっかり設定さ
れなければ改革はまともに推進できない｡
改革の目標は組織構成員全員が共感できる目
標が設定されなければならない｡ サムスン電子
は, 30 年にわたる従来の卸売り営業をやめ,
実販売の小売り営業に転換すべく組織構成員が
共感しやすい目標を打ち出した｡ また, 第 2期
営業改革の際も顧客満足営業という明確な目標
が設定された｡ 特にこの目標は新しいビジョン
とミッションに基づいて設定されたため, 組織
構成員が無理なく共感できた｡
もちろん目標が設定されたからといって, 組
織構成員がすぐに共感できるというわけではな
い｡ 目標の意味が何であり, なぜそれを推進し
なければならないのかなどを彼らに十分に説明
し納得させる活動を伴わなければならない｡ そ
のためにはさまざまなイベントや会議, 教育,
説明会などが行わなければならない｡
サムスン電子は, 発起式や宣布大会, ワーク
ショップなどを通じて改革の必要性と目標, 戦
略などを説明した｡ また各種教育課程では必ず
経営陣との対話の時間を設けることにより, 会
社が推進する改革の必要性と推進過程をより深
く共有できるようにした｡
改革目標を共有するためのもうひとつの方法
は, 目標が実現したときの姿を具体的に示すこ
とである｡ 改革の目標を達成したとき会社はど
のように変わり, また組織構成員もどのような
姿になるのかを具体的に示さなければならない｡
サムスン電子も今回の改革が創業以来 30 年
間の古い体質を変え, 会社がより市場指向的な
組織に様変わりするためであることを社員に絶
え間なく見せてきた｡ またこの改革を通じて新
しくなった営業担当者の姿も具体的に提示した｡
このような努力が営業担当者に改革の目標を共
感させ, 自ら改革を受け入れることができる重
要な契機となった｡
改革の方向が設定されれば, これを実現する
ために具体的な戦略が設定されなければならな
い｡ サムスン電子の国内営業事業部は第 1期営
業改革においては店舗の大型化, 高級化, 体験
化そしてソフト改革を戦略に設定し, 第 2期の
営業改革では顧客満足営業を戦略に設定した｡
また, このような戦略を実現するために, 具
体的な戦術も提示された｡ サムスン電子は顧客
満足営業を達成するために 7大改革課題を掲げ,
これを達成するためさまざまな制度が導入され
た｡ 特に改革の戦略と戦術はより細分化され具
体化された｡ そうすることにより, 組織構成員
が実際の業務において個別戦略と戦術を正確に
実践できるようになったのである｡
第 2期の顧客満足営業改革でも, 初年度の目
標を CS 生活化に設定したのち, その中で基本
となる 5つの課題を遵守することのみが営業の
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現場で求められた｡ その結果, 営業現場の担当
者は大がかりなCS改革が ｢挨拶をする｣ といっ
た具体的な行動で実現できるという事実を簡単
に理解し納得した｡
経営改革の第 1段階で重要なことは計画目標
に合わせてシステムとプロセスを変えなければ
ならないという点である｡ 変えるべきシステム
とプロセスにはマンパワーと組織構造, 業務プ
ロセス, 評価及び報奨システムなどがある
(Kim, 2009)｡
まず最初に変えなければならない要素はマン
パワーである｡ いくらよい目標が設定されたと
しても, それを実行するのは結局組織構成員で
あるから, 彼らの認識を変え核心力量を新たに
育てることが大変重要である｡ これが非常に重
要な点であると同時に, もっとも長い時間を要
する作業でもある｡
サムスン電子は, 営業担当者の認識を変える
のにさほど長い時間はかからなかった｡ 反面,
営業担当者の核心力量を変えるのに長い時間を
要した｡ 核心力量を押し売り式営業力量から実
販売力量へと, そして代理店の管理能力から代
理店の経営コンサルティング能力に転換するに
は相当な時間と努力が求められたためである｡
特に, 核心力量の育成が計画通りに達成でき
なければ変化した認識さえも元に戻りやすい｡
つまり体がついていけないので, せっかく身に
ついた心構えも元の木阿弥となるのである｡ 表
向きは変わったように見えるが, 実際中身は全
く変わっていない状態なので, 環境が少しでも
変化すればすぐに元通りのスタイルに回帰して
しまう｡ やや積極的な組織構成員でさえ不満を
表し, このような不満が拡散すれば改革に対す
る組織的な対抗へと発展する｡ ゆえに組織構成
員の核心力量を変える教育プログラムは精巧に
作られ運営されなければならない｡
システムとプロセスのうち, 第二に変えなけ
ればならない要素は組織構造である｡ それは新
しい目標を追求しつつ過去の組織構造をそのま
ま残しておいてはいけないからである｡
サムスン電子の場合, 営業改革を通じて卸売
りから小売りに, 押し売り販売から実販売に転
換したので組織構造もメーカー中心の中央集権
的な組織から現場中心の分権化した組織に変え
なければならなかった｡ また, さまざまな階層
に分断された組織構造もスリム化し, 本社と現
場が直接コミュニケーションできる水平的な組
織構造に転換しなければならなかった｡ しかし,
改革初期にはこの部分に対する変革が遅れ, 既
存の組織構造が改革の足かせとなった｡ ただ,
その後迅速に組織構造を変えることで営業改革
に大きな弾みがついた｡ 営業改革を成功に導く
ためには組織構造の変更も必ず断行しなかれば
ならない｡
第三に変えるべき要素は業務プロセスである｡
新しい目標と戦略に合わせ, 業務プロセスも変
えなければならない｡ サムスン電子は既存の上
意下達式から下意下達式プロセスに, そして本
社中心から現場中心に業務プロセスを完全に転
換することにより営業改革に成功することがで
きた｡
最後に変えるべき要素は評価と報奨システム
である｡ 改革の目標と戦略に合う評価および報
奨システムを整えるべきである｡ そして, これ
が経営改革を成功させるためにもっとも重要な
要素のひとつとなる｡
まず評価を伴わない目標は意味がない｡ CS
営業や提案営業を叫びながら客観的に評価しな
いのなら, それは虚しい主張に過ぎない｡ 例え
ば, CS 営業を改革の目標に設定したのならば
各担当者や関連部署, 組織全体の CS 結果を調
査し, その推移を継続的に発表しなければなら
ない｡ もちろん評価過程で一部主観的な要素が
介入することもあり得るが, 目標に対する評価
はないよりもある方が百倍ましである｡ また問
題がある評価方法は漸進的に改善して行けばよ
い｡
サムスン電子は一時的にこの部分に問題を抱
えていた｡ 営業方式を押し売り式営業から実販
売営業に転換したにもかかわらず, 営業担当者
に対する評価方式は昔のままであったため, 一
部混乱を招いたのである｡ しかしすぐに営業担
当者の評価を実販売額に変え, その結果営業改
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革は急速に弾みがついた｡
一方, 評価がしっかり行われているならば,
それに対する報奨も同じくしっかり行われなけ
ればならない｡
報奨とは金銭的な報奨のみをさすのではない｡
非金銭的な報奨もいくらでもある｡ サムスン電
子の場合, 売場を担当する代理店の職員にもサ
ムスンのロゴが入ったユニフォームを着用して
もらい, エバーランドの入場券を無料で支給し
た3｡ 売場の職員にとってサムスン電子に勤務
しているという事実は金銭的な報奨以上の意味
をもっていた｡ 彼らはサムスンの一員であると
いう強い自負心を感じていた｡ また, 休日に家
族を連れてエバーランドに遊びに行くことも彼
らにとっては大きな喜びであり自慢話にもなっ
た｡ このような非金銭的な報奨が肯定的に作用
し, 職員が売場で張り切って働く重要な土台と
なったのである｡
システムとプロセスを変える過程で注意しな
ければならないことは整合性の問題である｡ 整
合性とは, 要素間で関連性が存在する場合, こ
れらすべての方向性が一致することを意味する｡
方向性が一致しなければ全体的な整合性が崩れ
てしまう｡
まず, 改革の目標とシステム間に整合性が存
在する必要がある｡ サムスン電子で確認できる
ように卸売り営業から小売り営業へと目標が変
われば, それにともなうマンパワーや組織, 業
務プロセス, 評価と報奨システムが変えられて
こそ目標とシステム間の整合性が維持できる｡
また, システム及びプロセス間にも整合性が
なければならない｡ 例えば, 卸売り営業から小
売り営業に方向転換することにより営業の核心
力量が小売り専門知識に変われば, 評価と報奨
もこれに合わせて変え, 組織構造もやはり小売
り式水平構造に変わるべきである｡ システム及
びプロセスは互いに絡み合っているため, これ
らの整合性がなければ大きな混乱をきたしかね
ない｡
したがって, 経営改革を推進する際, 要素同
士がどのように関わっているのかしっかり把握
すべきである｡ と同時にどの要素を変えれば,
ほかのどれが変わるのかを確実に見つけ出す必
要がある｡ その中でもっとも優先的に取り組ま
なければならない要素から改革していくことに
より, システム全体に変化をもたらすことがで
きる｡
2 . 経営改革の第 2段階
正確な目標と戦略, 戦術, システム, プロセ
スを完璧に揃えて始められた経営改革が, 計画
通りに進められることはほとんどない｡ むしろ
新しい改革は一般的に混乱と抵抗, 試行錯誤を
ともなう｡ なぜならば, 改革はこれまで行って
来た方式やこれまで慣れて来たシステムとプロ
セスとの決別を求めるからである｡ 同時に組織
構成員が新しい業務とシステム, プロセスに適
応するまでには, 一定期間を要するからである｡
また, いくら完璧に戦略と戦術などが準備され
ているとしても, 改革を進めてみると必ず予期
せぬ状況に出くわしたりもする｡ その際, 新し
い状況に対処するまでには数多くの試行錯誤が
発生するためである｡
その結果, 経営改革の第 2段階では業績が一
時的に下落する現象が発生する｡ ＜図 2＞の J
カーブの下降曲線段階にさしかかるのである｡
このような業績下落現象はどんな改革であれ,
必ず付随する現象である｡
問題はこの減少が発生したとき, 経営改革が
座礁しうる可能性がもっとも高いという点であ
る｡ 第 1段階で見たように経営改革が始まった
ときは目標も戦略も新たに作られると同時に,
それを組織構成員全体に浸透させるための努力
をもともなう｡ すべてが新しく始まる段階では,
改革に不満なグループも声高に反対を叫ぶこと
はできない｡
どんな改革であろうとも, 改革には賛同する
グループと反対するグループ, それに傍観する
グループが存在する｡ そのほとんどの組織構成
員は, 表面上は改革に賛同するようであるが,
内面的には傍観している｡ 改革がそれ以降常に
成功するのではないので, 確信が持てるまで傍
観する方がより合理的であるからである｡ これ
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に比べると, 賛同するグループと反対するグルー
プは少数に過ぎず, 両者ともに自らのはっきり
とした根拠と理由があるからこそ, そうするの
である｡
問題は反対するグループと傍観するグループ
が, 改革初期に反対の声を出すのがなかなか難
しいということである｡ 組織のリーダーと賛同
するグループが, 新しい改革目標を掲げ積極的
にさまざまな戦略を実行していくため, 最初か
ら反対を叫ぶことは非常に難しい｡
しかし, 経営改革の第 2段階では業績下落現
象が発生すれば, 傍観グループや反対グループ
の発言力が強くなる｡ 特に反対の論理を明確に
持っているグループは, 業績の下落現象を自ら
の論理を支える現象として受け止め, 計画に対
して反対の声を出し始める｡ もちろん, 改革が
始まってから間もないため, 反対の論理でもっ
て改革に対抗したりしない｡ むしろ改革により
発生するさまざまな問題点を指摘し改革を修正
させたり, 改革の緩急を調整するよう申し立て
る｡
その際, 重要なことは ｢リーダーシップ｣ で
ある｡ 特に改革を最後まで成し遂げるというリー
ダーの一貫した強力なリーダーシップが要求さ
れるのである｡
もちろん, リーダーとしても改革が絶対成功
するという 100％の確信はあり得ない｡ 改革は
急激な状況変化による危機的状況から発生する
のが常であり, 改革の目標と戦略が確実に危機
的状況を解消するという保障はない｡
しかし, これが原因でリーダーの一貫性と確
信が揺らいではいけない｡ 不確実な状況であれ
ばこそ組織構成員がいっそう不安になるので,
さらなる強力なリーダーシップが求められるの
である｡
実際, 改革初期の業績下落は組織構成員の方
がまず先に認識する｡ 組織構成員各自が以前と
は異なる課業と行動が求められるため, 改革以
前に比べ業績が好転していないということを直
接確認できる｡ その際, 彼らはリーダーの意志
を再確認しようとする｡
万一リーダーの姿勢が少しでも揺らげば, そ
の間進めて来た改革は一瞬にして水の泡になっ
てしまう｡ 何ヶ月, あるいは何年もかかり懸命
に進めて来た経営改革が瞬く間に原点に戻って
しまうのである｡ まさに, これが ｢改革のゴム
ひも現象｣ というものである｡ 必死に引っ張っ
たゴムひもも, 手を離した瞬間原点に戻ってし
まうのと同じ現象が改革においても発生する｡
これに打ち勝つためには改革の一貫性が大切で
ある｡ 改革の一貫性を維持するためには, 一時
的な業績下落にも揺らぐことなく改革を推し進
める勇気が必要である｡
サムスン電子の場合も幾度となくゴムひも現
象に見舞われかかった｡ 特に市場状況が芳しく
なく売上が下落したときにはゴムひも現象の可
能性がかなり高かった｡ しかし, サムスン電子
が改革に成功したのは, まさに改革の一貫性ゆ
えである｡“我が組織に顧客満足以上の価値は
ない”,“私の在任期間中は CS だけを注文する
のだ”,“売上が落ちても私が責任をとる, 皆さ
んは引き続き CS を追求しなければならない”
などの宣言ゆえにサムスン電子の営業改革はつ
いに成功を収めることができた｡
3 . 経営改革の第 3段階
経営改革の第 3段階は, 組織構成員が改革に
少しずつ適応しながら業績下落の速度もしだい
に緩やかになる時期である｡ この段階では改革
が難なく進めば業績が再び回復できる｡ しかし,
逆に改革が思うように進まなければ業績がまた
悪化し計画を座礁させることもある｡ それゆえ,
経営改革の第 3段階は ｢改革の転換点｣ ともい
われる｡ 改革が失敗に向かうか, あるいは成功
に向かうかの分かれ道となる地点である｡
この段階では, 改革現場で少しずつ発生する
｢小さな成功事例 (Success Story)｣ を組織の
隅々まで拡散させることが重要である｡ すでに
1 段階と 2 段階を通じて改革の必要性が組織全
体に拡散され, 改革を支持するグループが新し
い方向に向けて行動しはじめたので, 徐々に成
功事例があらわれ始める時点でもある｡ そこで
成功した事例を確認し, 組織全体に広く知らし
論 文
CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 19 No. 296
めることが大変重要である｡
その際の成功事例は大それたものでなくても
よい｡ むしろ大きな成功を期待するよりも, 小
さな成功を発見することが大切である｡ それは
次のような理由があげられる｡
まず, 小さな成功事例は大きなそれよりもた
くさん, そして頻繁に起こり得るからである｡
経営改革の初期には従来とは違う方向で業務を
推進するので, 大きな成功事例を見つけること
はそう簡単ではない｡ しかし, 小さな成功事例
はこれまでの業務スタイルを少しだけ変えれば
簡単に作り出せる｡ それゆえ, 小さな成功事例
はより多くを作り出すことができ, さらにより
頻繁に起こり得る｡
次に, 小さな成功事例を見つけ出し紹介すれ
ば, 経営改革を支持する少数のグループには大
いなる力になる｡ 改革に反対するグループや傍
観するグループに比べ, 改革を支持するグルー
プは少数でしかない｡ 彼らが改革を支持しなが
ら新しい試みをするわけであるが, その過程で
成功事例を探し出し褒めれば改革を支持するグ
ループは勇気づけられ, さらに新しい成功事例
を作り出そうとする｡ 小さな成功は改革を支持
し積極的に推進するグループに大いなる力とな
るのである｡
最後に, 小さな成功を探し出し褒めることに
より傍観するグループを味方にするきっかけと
なる｡ 組織構成員のうち多数を占める傍観グルー
プは, 改革の成果が少しずつ表れてから参加す
るか否かを決定する｡ 表向きは支持する態度を
とるが, 心の奥深くでは今回の改革が成功する
かどうかについて依然確信できない部分が残さ
れているので内心傍観することを選ぶ｡ 小さな
成功を見つけ, 褒めることにより傍観する者の
心の中で“あれくらいなら自分にもできるの
に”,“あれくらいなら一度やってみるか”と考
えるようになる｡ 傍観グループのこのような態
度の変化が転換点を突破できる大きな動因にな
る｡ なぜかというと彼らが組織構成員の中で人
数的にもっとも多くを占めるため, 彼らの認識
や態度の変化こそが改革の流れを変えることが
できる大いなる力になるからである｡
サムスン電子の場合, 事業部長やCS事務局,
スーパーバイザーが各々の分野で実販売の成功
事例を積極的に探し出し表彰しはじめた｡ 事業
部長は訪問した支店や売場の職員の中で, 顧客
満足営業を積極的に実践する事例があれば即時
表彰し, 役員会議で発表させた｡
また, CS 事務局は称賛カード制度を導入し,
積極的に顧客満足営業を実践する職員を見つけ
ては表彰しはじめた｡ また, スーパーバイザー
は現場でよい事例を見つければそれを冊子にし,
現場に配りはじめた｡
このような活動を見聞きした現場の職員は
“それくらいなら私だってやってみよう”,“私
もやってみて賞をとろう”という気持ちになっ
たり, 顧客満足営業をもっと実践するようになっ
た｡ その結果, 新しい営業改革が現場に定着し
はじめ, 改革の成果もまた徐々に表れ出した｡
4 . 経営改革の第 4段階
改革の転換点を通過すると成功事例がいたる
ところで表れはじめ, 業績も急激に伸びはじめ
るのが第 4段階である｡
この段階ではまず成功事例が数多く出てくる｡
第 3段階で小さな成功事例が褒められれば多く
の組織構成員は同じような事例を作り出すから
である｡ その中には大きな成功事例もある｡ 小
さな成功事例を作りはじめた努力がいろいろな
要因によって大きな成功を収めたりもするから
である｡
サムスン電子は顧客満足営業を通じて実販売
の成果が生まれると, 最初は小さな成果を褒め
ることから始めた｡ そうするうちに特に抜きん
出た成果を上げる店舗が出はじめ, その記録を
｢ギネス販売記録｣ に認定した｡ 当初はあちこ
ちで販売記録が月間 3千万ウォンになり, しだ
いに4千万, 5千万に拡大し, いつしか1億ウォ
ンの売上げを達成する店舗が登場した｡
この段階になると多くの傍観グループが改革
に積極的に賛同するようになる｡ その上, 改革
に反対したグループまでも改革に賛同しだす｡
なぜなら傍観グループの賛同により, これ以上
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遅れて改革に賛同することになれば組織から完
全に疎外される可能性があるからである｡ 反対
グループまでも賛同することになれば, 改革は
組織内に完全に定着し改革の成果も急激に表れ
る｡
この段階では経営改革の課題をより拡大する
ことが重要である｡ 組織構成員は小さな成功事
例を生んだ経験もあり組織全体に改革に対する
自信が生まれるため, もう少し難しい課題を提
示してもやり遂げる力が備わっている｡
サムスン電子も ｢挨拶をする｣ ことのような
初歩的な改革課題から, 陳列実現, 顧客管理,
製品説明力の強化といったより難しい課題を提
示した｡ しかし, いったん弾みがついた組織は
難題もスムーズに解決した｡ もちろんシステム
やプロセスが阻害要素となったが, 一度手にし
た成功経験はこのような妨げを難なく解決する
ことができた｡ その結果, 業績も急激に回復し
はじめた｡
5 . 経営改革の第 5段階
経営改革の第 5段階は, 改革が成功し業績が
急激に拡大する段階である｡ 特に, 第 4段階に
加速度がついた業績が急速に伸びる段階が第 5
段階である｡ サムスン電子は, 創業以来初めて
売上 1千億ウォンを達成したのがこの段階であ
る｡
第 5段階では改革をさまざまな組織に拡散す
ることが重要である｡ 特に, 拡散する際すでに
成功したパターンをほかの部門にも同一に適用
するため, 成功する確率もいっそう高まる｡ サ
ムスン電子も専属流通から成功した改革を戦略
流通とスタッフ組織に拡散させ大きな成功を収
めた｡
一方, 改革の拡散とともに改革の深化も第 5
段階においての重要課題である｡ 特に, 一度つ
いた自信によって一層難しい改革課題に対して
もさらに大きな成果を生み出すので, それがま
た新しい自信を生む ｢善循環｣ を作り出すこと
ができる｡ サムスン電子の場合, この善循環を
4P-Up というスローガンのもとにより体系的
に活用した｡
しかし, 高まった自信は逆に自慢から高慢に
様変わりしてしまうこともあり, これが経営改
革の第 5段階で注意しなければならない点であ
る｡
成功がもたらした自信が度を越すと高慢にな
り, 新しくなった環境変化に適応できない結果
を生む｡ ｢成功は失敗のもと｣ というビジネス
の金言がこの段階に発生するのである｡ 成功に
陶酔し, 新しい改革を怠り, 結局は失敗してし
まう結果を生みかねない｡
それゆえ, 経営改革の第 5段階では新しい危
機意識を持ち, 新しい経営改革に臨む段階でも
ある｡ J カーブの第 1段階にまた突入しなけれ
ばならない｡ 成功すればまた違う成功をめざす
という改革の絶え間ない試みが 21 世紀, 変革
の時代を生き抜く企業の真の姿である｡
第 4節 結 論
ゲイリー・ハメル教授は去る 20 世紀は予測
可能な世紀であったため, 企業は改善だけでよ
い成果を収めることができたという (Hamel,
2009)｡ しかし, 今世紀に入り多くの変化が非
連続的で, 突発的で, 扇動的になった｡ このよ
うな環境のもとで企業は改善よりも革命的な改
革が求められており, その中でも企業経営自体
の経営改革 (management innovation) が必
要とされているとハメル教授は力説する｡
本論文はジェラルド・ジェリソン教授の J
カーブ理論を土台に, サムスン電子の経営改革
の過程を分析した｡ その結果, 経営改革の各段
階別に起こる主な変化と, それに対する成功的
な対応方案を発見することができた (表 3参照)｡
この中で経営改革を成功させるための重要な
一般原則は次の通りである｡
第一に, 企業は絶えず危機意識を持っていな
ければならない｡ 危機意識こそ環境の変化に対
応できる最大の原動力となる｡
第二に, 経営改革の目標が明確に設定され,
これを達成するための戦略と戦術, システムと
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プロセスがしっかり設定されなければならない｡
そして, このような事実は組織構成員に納得し
てもらえるようきちんと説明されるべきである｡
第三に, 経営改革を推進する初期段階におい
て必ず一時的な業績下落現象が発生する｡ 改革
を推進するリーダーは強力で一貫性のあるリー
ダーシップを基盤に, この段階を賢明に克服し
なければならない｡
第四に, リーダーは大きな成功事例を作るよ
りも小さな成功事例を絶えず見つけ出しては褒
め, それを広く知らせなければならない｡
第五に, リーダーは経営改革に反対するグルー
プを説得するよりも経営改革を支持するグルー
プを守り, 彼らをより活性化させなければなら
ない｡ そうすることにより改革を傍観するグルー
プが徐々に改革に賛同するようになる｡
第六に, 経営改革に弾みがついたら改革課題
をいっそう拡大し, ほかの部門も参加させ改革
を組織全体に拡大させるべきである｡ その際,
成果によってもたらされた自信と力量の高度化,
実践, 成果につながる改革の善循環をうまく活
用する必要がある｡
第七に, 経営改革の成功に有頂天になるので
はなく, 常に新しい危機意識を抱き環境の変化
を注視しなければならない｡ 成功ののちに生ず
る高慢は企業を失敗に陥れる｡
以上の原則でもって対応していくならば, 企
業は経営改革を成功に導けるはずである｡
注
1 欧米の研究者達は全ての変化を ｢革新 (Inno-
vation)｣ と表現する｡ しかし, 漸進的な変化も
あり, 急激的な変化もある｡ また対外的な環境
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表 3. 経営改革の各段階別対応方案
1 段階 組織構成員が絶えず危機意識を持ち外部の環境変化を注視しなければならず, 外部環境の変化で改革の
スタートが切れるように努力する必要である｡
組織構成員全員が共感できる目標が設定されなければならない｡ また, その目標を多様な方法を通じて
組織構成員に説明し納得させる活動が必要である｡
改革目標を達成するために, 具体的な戦略と戦術が提示される必要がある｡
改革目標に合わせてシステムとプロセスを変える必要がある｡ その際, 目標とシステム, システムとプ
ロセス間の関係を把握し, もっとも核心的な要素から変えるべきである｡
2 段階 Jカーブの下降曲線期にさしかかると, 一時的な業績下落現象が起こる｡
業績下落を契機に改革に対する反対グループが台頭することがある｡
その結果, 過去への回帰現象, いわゆるゴムひも現象が起こることもある｡
リーダーの一貫した強力なリーダーシップが求められる時点でもある｡
3 段階 経営改革が成功するか, 失敗するかの分かれ道となる段階である｡
小さな成功事例を探し出して褒め, 表彰することが大変重要である｡
これを通じて改革を支持するグループが勇気づけられ, 改革を傍観するグループを味方にすることがで
きる｡
特に, 傍観グループの賛同は改革の流れを変えられる大いなる力になる｡
4 段階 改革の転換点を通過すると成功事例がいたるところで表れはじめ, 業績も急激に伸びはじめる｡
この段階では傍観グループが積極的に改革に賛同し, また反対グループも合流する｡
経営改革の課題をいっそう拡大し深化させる必要がある｡
5 段階 改革をほかの部門に拡散させなければならない｡ その際, いったん達成した改革の成功パターンを積極
的に活用すべきである｡
改革をいっそう深化させ, それに基づいて自信を築き, さらには力量の高度化, 実践, 成果へとつなが
る善循環が生まれる｡
しかし,“成功は失敗のもと”というビジネスの金言を忘れてはならない｡ 新しい危機意識を持ち環境
を注視し, 場合によっては新しい経営改革を推進しなければならない｡
改革と成功, また違う改革の推進が 21 世紀変革の時代を生きる企業の真の姿である｡
変化もあり, 企業内部の変化もある｡ 本稿では
これらの中で特に企業内部で起きている急進的
で意図的な変化を ｢経営改革 (management in-
novation)｣ と称する｡
2 この事例は, 拙著 (Kim, 2009) の第 4 章を
修正したものである｡
3 エバーランドは, サムスン・グループが所有
しているディズニーランドのような遊園地であ
る｡
＊この論文はソウル大学の研究倫理規定に基づい
て作成された｡
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